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平成26年度 一般会計の状況 　一般会計は、行政運営の基本的な会計
であり、福祉や教育、土木、農林、衛生
などの支出目的別に経理をしています。

算
決

　

平
成
26
年
度
一
般
会
計
決
算
額
は
、
歳

入
が
89
億
5,
9
7
7
万
円
、
歳
出
が
84

億
8,
9
5
7
万
円
と
な
り
、
差
引
の
4

億
7,
0
2
0
万
円
か
ら
翌
年
度
へ
の
繰

越
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
4
億
2, 

2
6
9
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に
引
き
続

き
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
26
年
度
に
お
け
る
決
算
規
模
は
前

年
度
に
比
べ
、
大
幅
な
減
額
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
25
年
度
に
国
の
経

済
対
策
に
よ
る
公
共
施
設
の
整
備
や
介
護

老
人
保
健
施
設
「
リ
ス
タ
あ
す
な
ろ
」
の

施
設
譲
渡
な
ど
一
時
的
な
増
加
要
因
が
あ

っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
平
成
26
年
度

は
例
年
並
み
の
決
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
の
状
況
と
し
て
、
業
績
の
伸
び
が

堅
調
な
企
業
に
よ
り
、
法
人
に
関
す
る
税

収
は
少
し
回
復
し
ま
し
た
が
、
こ
れ
に
よ

り
地
方
交
付
税
が
減
少
す
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。
な
お
、
個
人
に
お
け
る
税
収
は

減
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
家
計
に
お
け
る

景
気
回
復
に
は
実
感
が
な
い
状
況
が
今
も

続
い
て
い
ま
す
。

　

歳
出
の
状
況
は
、
福
祉
の
充
実
の
た
め

公
立
保
育
所
こ
ば
と
園
の
整
備
や
学
童
保

育
所
「
太
陽
の
子
」
の
用
地
取
得
、
子
育

て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
や
臨
時
福
祉
給

付
金
の
給
付
、
福
祉
医
療
費
助
成
事
業
や

予
防
接
種
事
業
の
拡
充
な
ど
を
実
施
し
ま

し
た
。
ま
た
、
地
元
要
望
に
よ
る
防
犯
灯

の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
や
町
道
改
良
な
ど
を
進
め
る

と
と
も
に
、
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
や
住

宅
リ
フ
ォ
ー
ム
の
助
成
事
業
、
日
野
菜
の

振
興
や
体
験
型
観
光
な
ど
重
点
施
策
を
着

実
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
に
も
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
、
行
政
経
費
の
節
減
に
努
め
、
日
野
消

防
署
の
移
転
に
伴
う
造
成
経
費
や
大
谷
公

園
グ
ラ
ウ
ン
ド
ゴ
ル
フ
場
の
整
備
、
年
々

増
加
す
る
社
会
保
障
関
係
経
費
に
対
応
す

る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

安
定
し
た
行
政
運
営
の
た
め
に
は
、
財

政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
が
引
き
続
き
必

要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

実
質
収
支
で
、
4
億
2,
2
6
9

万
円
の
黒
字
決
算

健
全
な
財
政
運
営
と
、

歳
入
お
よ
び
歳
出
の
状
況

歳  入歳  出

特別会計の決算状況
特別会計は、特定の事業を行うため、一般会計と区別して経理されています

●国民健康保険特別会計
　国民健康保険に加入する被保険者の医療費の一
部などを負担する会計です。
　歳入…22億1,215万円　歳出…21億5,135万円

●介護保険特別会計
　高齢者への介護サービスなどを行う会計です。
　歳入…17億9,516万円　歳出…17億6,696万円

●公共下水道事業特別会計
　下水道を整備、維持管理するための会計です。
　歳入… 8億1,885万円　歳出…8億1,856万円

●後期高齢者医療特別会計
　後期高齢者医療保険に加入する被保険者の医療
費の一部を負担する会計です。
　歳入…2億3,277万円　歳出…2億2,963万円

●農業集落排水事業特別会計
　農業集落地域の生活排水処理を行う会計です。
　歳入…1億8,940万円　歳出…1億8,096万円

●水道事業会計（企業会計）
　上水道の整備、維持管理をする会計です。
　（収益的収支）
　収入6億5,743万円　 支出･･･5億9,589万円
　（資本的収支）
　収入7,439万円　支出･･･1億4,473万円

●他にも特別会計があります
・簡易水道特別会計
　歳入…1,278万円　歳出…1,276万円
・西山財産区特別会計
　歳入…230万円　歳出…194万円

歳入総額
89億

5,977万円

町税
34億7,074万円
（38.7%）

国庫支出金
8億7,415万円
（9.8%）

県支出金
7億1,962万円
（8.0%）

町債
6億4,674万円
（7.2%）

繰越金3億9,887万円
（4.5%）

繰入金3億6,881万円（4.1%）

県税交付金3億4,580万円（3.9%）

分担金及び負担金2億6,926万円（3.0%）

諸収入1億5,440万円（1.7%）
地方譲与税7,909万円（0.9%）

地方交付税
15億3,818万円
（17.2%）

その他9,411万円（1.0%）

《内訳》
町　民　税
固定資産税
町たばこ税
軽自動車税

14億4,949万円
18億2,777万円
1億2,939万円
6,408万円

※千円以下は切り捨て

●地方交付税
　地方公共団体の財源の不均
衡を調整するために、国から一
定の基準により交付されるお
金です。これにより、どの地域
に住む住民にも一定の行政サ
ービスができるよう財源を保
障する機能を持っています。

●国庫支出金・
　県支出金
　国や県から交付さ
れた補助金や委託金
などです。

●町債
　町の運営に必要な
お金を調達するため
の借入金です。

歳出総額
84億

8,957万円

教育費
13億2,711万円
（15.6%）

農林水産業費
6億0,084万円
（7.1%）

衛生費
5億8,266万円
（6.9%）

総務費
10億0,131万円
（11.8%）

民生費
29億1,271万円
（34.3%）

公債費
5億6,410万円
（6.7%）

消防費3億2,346万円（3.8%）

商工費1億0,942万円（1.3%）

議会費8,592万円（1.0%）
災害復旧費3,692万円（0.4%）

労働費2,656万円（0.3%）

●民生費
　高齢者や体の不自由な方
などの福祉の充実や、子育
て支援のための費用です。

●教育費
　幼稚園、小学校、中学校
などの学校教育や、文化・
スポーツの発展など社会
教育のための費用です。

●総務費
　町の施設や財産の維持管理、戸籍・
選挙・税金の徴収や交通安全の取り
組みのための費用です。

●公債費
　自治体が借り入れた地方債
の元利償還に要する費用です。

●土木費
　道路や河川、
下水道などの
整備のための
費用です。

土木費
9億1,856万円
（10.8%）
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特別会計の決算状況
特別会計は、特定の事業を行うため、一般会計と区別して経理されています

●国民健康保険特別会計
　国民健康保険に加入する被保険者の医療費の一
部などを負担する会計です。
　歳入…22億1,215万円　歳出…21億5,135万円

●介護保険特別会計
　高齢者への介護サービスなどを行う会計です。
　歳入…17億9,516万円　歳出…17億6,696万円

●公共下水道事業特別会計
　下水道を整備、維持管理するための会計です。
　歳入… 8億1,885万円　歳出…8億1,856万円

●後期高齢者医療特別会計
　後期高齢者医療保険に加入する被保険者の医療
費の一部を負担する会計です。
　歳入…2億3,277万円　歳出…2億2,963万円

●農業集落排水事業特別会計
　農業集落地域の生活排水処理を行う会計です。
　歳入…1億8,940万円　歳出…1億8,096万円

●水道事業会計（企業会計）
　上水道の整備、維持管理をする会計です。
　（収益的収支）
　収入6億5,743万円　 支出･･･5億9,589万円
　（資本的収支）
　収入7,439万円　支出･･･1億4,473万円

●他にも特別会計があります
・簡易水道特別会計
　歳入…1,278万円　歳出…1,276万円
・西山財産区特別会計
　歳入…230万円　歳出…194万円

歳入総額
89億

5,977万円

町税
34億7,074万円
（38.7%）

国庫支出金
8億7,415万円
（9.8%）

県支出金
7億1,962万円
（8.0%）

町債
6億4,674万円
（7.2%）

繰越金3億9,887万円
（4.5%）

繰入金3億6,881万円（4.1%）

県税交付金3億4,580万円（3.9%）

分担金及び負担金2億6,926万円（3.0%）

諸収入1億5,440万円（1.7%）
地方譲与税7,909万円（0.9%）

地方交付税
15億3,818万円
（17.2%）

その他9,411万円（1.0%）

《内訳》
町　民　税
固定資産税
町たばこ税
軽自動車税

14億4,949万円
18億2,777万円
1億2,939万円
6,408万円

※千円以下は切り捨て

●地方交付税
　地方公共団体の財源の不均
衡を調整するために、国から一
定の基準により交付されるお
金です。これにより、どの地域
に住む住民にも一定の行政サ
ービスができるよう財源を保
障する機能を持っています。

●国庫支出金・
　県支出金
　国や県から交付さ
れた補助金や委託金
などです。

●町債
　町の運営に必要な
お金を調達するため
の借入金です。

歳出総額
84億

8,957万円

教育費
13億2,711万円
（15.6%）

農林水産業費
6億0,084万円
（7.1%）

衛生費
5億8,266万円
（6.9%）

総務費
10億0,131万円
（11.8%）

民生費
29億1,271万円
（34.3%）

公債費
5億6,410万円
（6.7%）

消防費3億2,346万円（3.8%）

商工費1億0,942万円（1.3%）

議会費8,592万円（1.0%）
災害復旧費3,692万円（0.4%）

労働費2,656万円（0.3%）

●民生費
　高齢者や体の不自由な方
などの福祉の充実や、子育
て支援のための費用です。

●教育費
　幼稚園、小学校、中学校
などの学校教育や、文化・
スポーツの発展など社会
教育のための費用です。

●総務費
　町の施設や財産の維持管理、戸籍・
選挙・税金の徴収や交通安全の取り
組みのための費用です。

●公債費
　自治体が借り入れた地方債
の元利償還に要する費用です。

●土木費
　道路や河川、
下水道などの
整備のための
費用です。

土木費
9億1,856万円
（10.8%）

一般会計歳出前年度比較表
（万円）

目的別科目
平成26年度 平成25年度

決算額 構成比 決算額 構成比

民 生 費 291,271 34.3％ 306,784 31.0%

教 育 費 132,711 15.6％ 201,404 20.3%

総 務 費 100,131 11.8％ 150,802 15.2%

土 木 費 91,856 10.8％ 88,288 8.9%

農林水産業費 60,084 7.1％ 72,149 7.3%

衛 生 費 58,266 6.9％ 54,250 5.5%

公 債 費 56,410 6.7％ 60,773 6.1%

消 防 費 32,346 3.8％ 29,419 3.0%

商 工 費 10,942 1.3％ 11,623 1.2%

議 会 費 8,592 1.0％ 8,360 0.7%

災 害 復 旧 費 3,692 0.4％ 5,099 0.5%

労 働 費 2,656 0.3％ 3,709 0.3%

合 計 848,957 100.0％ 992,660 100.0%
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